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の法律学―』勁草書房、2012年。
⑥ 山崎利男・安田信之編『アジア諸国の法制度』ア
ジア経済研究所、1984年。
⑦ 谷川久・安田信之編『アジア諸国の企業法制』ア
ジア経済研究所、1983年。
⑧ 作本直行編『アジア諸国の憲法制度』アジア経済
研究所、1997年。
⑨ 作本直行・今泉慎也編『アジアの民主化過程と法
―フィリピン・タイ・インドネシアの比較―』
アジア経済研究所、2003年。
⑩ 大村泰樹・小林昌之『東アジアの憲法制度』アジ
ア経済研究所、1999年。
⑪ 小林昌之・今泉慎也編『アジア諸国の司法改革』
アジア経済研究所、2002年。
⑫ ―『アジア諸国の紛争処理制度』アジア経済
研究所、2003年。
⑬ 小林昌之編『アジア諸国の市場経済化と企業法』
アジア経済研究所、2000年。
⑭ ―『アジア諸国の市場経済化と社会法』アジ
ア経済研究所、2001年。
⑮ 作本直行編『アジアの経済社会開発と法』アジア
経済研究所、2002年。
⑯ 安倍誠・今泉慎也編『東アジアの企業統治と企業
法制改革』アジア経済研究所、2005年。
⑰ 小林昌之編『アジア諸国の障害者法―法的権利
の確立と課題―』アジア経済研究所、2010年。
⑱ ―『アジアの障害者雇用法制―差別禁止と
雇用促進―』アジア経済研究所、2012年。
⑲ ―『アジアの障害者教育法制―インクルーシ
ブ教育実現の課題―』アジア経済研究所、2015年。
⑳ ―『アジア諸国の女性障害者と複合差別―人
権確立の観点から―』アジア経済研究所、2017年。
㉑ 野村好弘・作本直行編『発展途上国の環境法―
東南・南アジア―』アジア経済研究所、1994年。
㉒ ―『発展途上国の環境政策の展開と法』アジ
ア経済研究所、1997年。
㉓ 山田美和編『東アジアにおける移民労働者の法制
度―送出国と受入国の共通基盤の構築に向けて
―』アジア経済研究所、2014年。
㉔ ―『「人身取引」問題の学際的研究―法学・
経済学・国際関係の観点から―』アジア経済研
究所、2016年。
●アジア経済研究所におけるアジア法研究
アジア経済研究所は開発途上地域の法制度の研究に
早くから取り組んできた。アジア各国の基本的法制度
について1980年代にまとめられた成果は現在でも価値
をもつ（参考文献⑥、⑦）。1990年代以降、アジアの
政治経済が大きく変化し、各国の憲法や基本的な諸制
度の変化を把握する作業が必要になった。1980年代末
からの東アジアの民主化と経済発展をテーマとする研
究が進められた。新憲法による「法の支配」の強化の
ための司法改革など民主化を進めていくための制度改
革が研究対象となった（参考文献⑧、⑨、⑩、⑪、⑫）。
他方、経済面では、輸出志向型工業化政策への転換や
グローバル化に対応した制度改革が進展した。とくに
1997年の経済危機以降、各国で加速した制度改革、た
とえば、倒産法制改革、企業統治改革は恰好の研究対
象となった（参考文献⑬、⑭、⑮、⑯）。
急速な経済成長にともなって顕在化してきた諸問題
や国境を越えたさまざまな課題も新たな研究対象とし
て浮上してきた。たとえば、小林昌之によるアジアの
障害者法の研究プロジェクトは10年に及び、障害者権
利条約の発効を踏まえた障害者の権利保護、雇用差
別・促進雇用、障害者教育、女性障害者などの課題に
切り込んできた（参考文献⑰、⑱、⑲、⑳）。環境法
では、作本直行によるアジア諸国の環境政策と法に関
する一連の著作がある（参考文献㉑、㉒）。人の移動
に伴うさまざまな法的課題として、外国人労働、ヒュー
マントラフィッキングなどの研究が進められている
（参考文献㉓、㉔）。アジアの先にはまだ日本の法学者
が十分に研究していない地域が広がる。今後、どんな
先駆者が現れるのか楽しみだ。
（いまいずみ　しんや／アジア経済研究所　新領域研
究センター）
《参考文献》
① 浅野宜之「アジア法学会の創設」『アジア経済』第
45巻第5号、2004年5月。
② 大村泰樹「アジア法」『法律時報』64巻13号、1992
年12月、215～219ページ。
③ 角田猛之ほか編『法文化論の展開―法主体のダ
イナミクス―』信山社、2015年。
④ 安田信之『開発法学―アジア・ポスト開発国家
の法システム―』名古屋大学出版会、2005年。
⑤ 松尾弘『開発法学の基礎理論――良い統治のため
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